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第１２回 北広島市行財政構造改革委員会会議録 

と き  平成１６年１０月２６日（火）１５：３０～ 

ところ  北広島市役所 本庁舎 ２階会議室  

 

出席者：横山委員長、佐藤委員、安田委員、谷本委員、小山委員 

説明者：上野助役、市川企画財政部長、三上企画財政部理事、木下行革担当参事 

  ■市民参加・協働推進チーム：木村班長（まちづくり推進課長）、櫻井主査 

  ■行政組織・職員定数・人事制度検討部会：三熊班長（総務課長） 

                      青山部会長（管理課長）、山田主査 

■人材育成手法検討部会：広吉部会長（芸術文化ホールセンター長）、道塚主査 

■事務局：大石主査、徳村主査、中村主査、浜田主査、高橋主事 

傍聴者：１名 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

《NPO との協働の指針策定に向けた取り組みについての事務局説明省略》 

 

委員長：この協働と言う考え方ですね、最近よく言われる訳ですけれども、分権が進んでいく

中で改めて、都市の内部で住民と行政の乖離というのは以外に大きい、特に政令都市

なんか特にそうです。 

そういう中で、最近ではよく言われるのは住民と行政の協働だとか、或いは自治体

の中の分権だとかですね、或いは近隣自治とか、近隣政府みたいな事は学問的には最

近言われだしております。 

そういう訳で、この辺の問題、これからの自治体が取り組むべき課題としてこの協

働というのは大変重要な事なのではないだろうか。というように思います。 

ただ、そういう問題意識を皆さんお持ちでこういうのを書かれたのでしょうが、私

の方からしますと、このＮＰＯというのが、使い方が非常にバラバラですね。だから

恐らく委員の人も非常に読みづらいと思うのですが、２ページですと全部ＮＰＯだと

町内会も含めて、全部ＮＰＯであると。労働組合もＮＰＯだ、同窓会も趣味の会も含

めて、或いは学校法人とか医療法人とかも含めて全部ＮＰＯであって、これらの人達

と協働していくのだと。そういう考え方なのですが、ところがどこでもいいのですが、

例えば４ページ（２）だとか、それから８ページなんかそうですね、これはもうＮＰ

Ｏ法人もしくは、ボランティア団体含めたＮＰＯで、もし仮に入れたとしても、せい

ぜいこの２ページの円でいえば、最狭義のＮＰＯか狭義のＮＰＯぐらいまでしか、念

頭においていないですね。書き方が。 

だけど、北広島市としては全部に対してやりたい訳でしょ。共益的団体まで含めた

町内会、同窓会、趣味の会、労働組合、生活共同組合含めて、全部と協働したい。だ

けど書き方としては、かなりＮＰＯ法人という書き方になっていて、ちょっと整合性

がとれてないですね。だから例えば、引用文献で４ページの公務員の為のＮＰＯ読本
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という、これはＮＰＯ法人の為の本なのですよ。ですから、その辺の整合性がとれて

いない。それから、８ページの部分なんていうのも、ＮＰＯ活動促進方策なんていう

のは、まさにＮＰＯ法人もしくはそれに準ずるＮＰＯ団体という事で書いてある訳で

すので、その辺の整合性をこれからはとっていかないとならないのではないかと思い

ます。だから委員の方も読みづらかったのではないかと思うのです。８ページなんか

私、道のＮＰＯ活動促進検討委員会の委員長やっていた時に、こういったような事は

考えた訳ですね。ＮＰＯの狭義もしくは、最狭義のＮＰＯという形で定義してやりま

したので。だから、ちょっと個々バラバラ、担当者がそれぞれ違ったのかもしれませ

んけれども、ちょっと気になったもので最初に私の方から申し上げておきました。そ

れをふまえた上で、どうでしょうか。皆さんご意見頂ければと思います。ですから、

これは大幅に書き替えなければいけないと思いますけれどもね。文章自体はね。どう

ぞ委員の方の方から出して下さい。これ協働にするって、住民と行政の協働というの

は非常に大事な視点でして、これ自体は、何ら問題はないです。 

 

委 員：（谷本）これ今、先生がおっしゃられたような定義の問題ですけど、定義の段階で最広義

の定義にしたという経緯をちょっと知りたい。なぜ、それになったかという事を。議論

してこの定義にするという事になったのではないのですか。 

 

事務局：私の方が、市民協働という分野で担当していた班長ですけれども、なぜ、最広義にした

かという部分については、この２ページの図で説明した方が分かり易いかと思いますが、

最広義という部分で捉えた時に共益的団体というのは本来、その団体が持っている活動

目的というのがあると思います。それは、そこに組織されている人達の利益を中心に図

るのだということが一つ前提になっていると思うのですが、実はそういう様な団体であ

っても、例えば事業別で見たときに、例えば労働組合が政治色であるとかそういう事は

除いて、労働組合の方が平和運動や、平和活動をやるとすれば、それは例えば市が掲げ

ている平和都市の建設と共通するとか、そういうものと外郭的な一致が出来るのであれ

ば、それは一つの公益的な活動という事ではないだろうかと。そういう部分を廃除しな

いで行政としては、協働の部分として捉えていきたいというのが、この背景にあったの

です。 

それで、最狭義ないし狭義という部分は、これはわかり易いのですが、その組織目的

が共益的な部分ですとか、ボランティアですとか、これらの団体の行う大半の事業とい

うのが、それは市の掲げている行政目的と、素直に協働していける分野ではないだろう

かと思っていた訳です。 

それで、問題は横山委員長からも指摘を受けた部分で、私共もまだ充分成熟していな

いところなのですが、この団体として扱っていく部分というのは割とわかり易く、協働

のパートナーとしてはやっていけるのですが、例えば先ほど申し上げた、共益的団体と

いう部分での事業ですね。事業のある部分を行政とタイアップしてやるというような部

分となれば、これはその団体の行う事業の一件審査というのが、当然、必要になってく

るのではないだろうかと。 
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その辺りを行政としてはどうこなしていくのだろうかというような部分がまだ私共と

しては充分、把握しきれて無いところであります。 

ただ、今、最初に申し上げたような共益的団体であったとしても、今申し上げたよう

な活動を行っているのであれば、パートナーとして認識していくべきではないだろうか

という意味で最広義の捉え方をしていきたいというのが、班としての考え方だったので

す。 

 

委員長：これはどうですかねえ。あの文書全体をＮＰＯで統一しているでしょ。それで最広義の

ＮＰＯだっていうのですけれども、これを何ていうのかな。「公益的な団体」とか「住民

活動団体」とか、何か少しそういう言葉に置き換えていった方がいいような気がします

ね。今おっしゃった趣旨に従っていけば。 

 

事務局：はじめ、本部の方から頂いた題がＮＰＯとボランティアという事で設定してあるもので

すから、そことの兼ね合いがあって、あえてＮＰＯを最広義で一回定義してやってみよ

うという考え方になったところはあるのですよ。 

他の市町村ですと市民活動団体ですとか、社会公益団体ですとかそういう言い方をす

る範疇だとは思うのですが、あえてＮＰＯという事で今回はそういうことなのですけれ

ども。わかり易くするには、先生が言われる方が馴染みはし易いかと思います。 

 

委員長：そうですね。文章の整合性からするとちょっとＮＰＯでは対象が多いものですから、ち

ょっと整合性がとれていない。 

 

委 員：（佐藤）ずっと見ていて、冒頭委員長がおっしゃったように、ＮＰＯの区分２ページの表

でいくと４区分ありますよね、４区分がみんな並列的にずっと書かれていますね。だか

ら、特に今その８ページの活動方策なんていうのは、それぞれの区切りによって皆違う

のですね。ここに書いてあるやつは駄目な区分もあるだろうと思うんですよ。そこら辺

がよく伝わってこない感じがしますね。 

だから、医療法人なんて儲けたって良い訳ですよね。そういうのを全部一律に書いて

しまっているからすごく分かりづらい。 

 

委 員：（小山）本当に私はそういう事も知らないのですが、医療法人というのはＮＰＯに入るん

ですか。 

 

委員長：いや、ＮＰＯという言い方は、普通はしないです。あのＮＰＯというと普通は狭義のＮ

ＰＯまでですよ。やっぱり公益的団体くらいの感じになりますね。人によって供給者に

よっても違うのですけど、最狭義のＮＰＯつまりＮＰＯ法人だけがＮＰＯというように

捉える人もいるし、道のＮＰＯの活動促進検討委員会の委員長やった時は狭義の、つま

り、市民活動団体、ボランティア団体を含めたＮＰＯという位置付けはしましたけれど

も、それを越えたものはＮＰＯとは、普通は言わないのではないですかね。まず、殆ど
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言わないと思います。９９％言わない。 

 

委 員：（小山）だって、医療法人は利益をあげているからプロフィットをあげている訳ですよね。

プロフィットをあげているのでノンプロフィットというのも。 

 

事務局：ですから、医療法人は公益法人という設定になるかと思うのですが、けども先ほどから

言ったような形で、その団体が持っている営利性ではなくて、行う行為の営利性を切口

にしていかないと、反対に恐れたのは、狭義、最狭義から入っていくと他の概念が議論

の場から飛んでいってしまうというのがあったのです。協働と言う本当の意味を知る為

には、協働パートナーが決まった団体でやることが協働ではなくて、地域活動の団体と

か、そういうところも含めてこれから協働と言う概念が必要なのではないかという思い

からちょっと大きく入った。 

 

委員長：いいえ、大きく入るのはぜんぜん問題ないのですよ。当然、大きい範疇で括っていくと

いうのが、一般に近隣政府なんかの議論なんかでも住民と行政の協働だとか言っている

中身なのですよ。それは狭い範疇のＮＰＯではない訳ですよね、ですから、そういう面

でみれば広く捉えるのはいいのですけれどもやっぱり、ちょっと定義付けとかハッキリ

してないのは否めないですね。 

 

事務局：そういう意味で言えば、例えば２ページの所の右側、本提案でのＮＰＯの範囲という表

現をしているのですけれども、委員各位のお話を聞いていますとここの文章的な部分で

言うと、本提案での協働の範囲というような表現の方がわかり易いということになりま

すか。 

 

委 員：（谷本）組む相手として、あまり限定しないというようにだったら分かるのですけど。 

 

委員長：全体に、ＮＰＯという言葉を共益的団体とか公益的団体とか住民活動団体とか、いう言

葉に全部置き換えていかないといけないでしょうね。恐らく。そうしないと誤解しちゃ

うと思います。 

 

事務局：先ほど、ＮＰＯという言葉をあえて全体で使っている概念みたいなものを表現すると。 

 

委員長：いや、それはね全くの少数派ですよ。それはまだ、認知されてないでしょう。一般的に

は。 

 

事務局：それもあったので。 

 

委員長：やっぱり、一応、市の文書ですから、研究者でそういう自論を持っている人ならいいけ

れども、市の文書であればやっぱり誤解のないような書き方をしないといけないのでは
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ないでしょうか。 

実際問題としてあれでしょ。これから住民と行政の協働とか、近隣自治という時によ

く言われるのが、やっぱり町内会をどういう風に扱うかとかね、実際にこの町内会みた

いなものと、個別ＮＰＯというのは結構対立しているのですよね。そういう問題を含め

て、おそらく協働というのはかなりいろいろ現実の場面にいけば行くほど、非常にシビ

アな問題を抱え込むというふうに思いますね。まあ文章はこういう文章になるのだろう

けれども相当それはあると思いますよ。 

北広島市は日本都市センターから近隣政府の研究の 2001 年、2002 年アンケート調査

というのは来なかったですか。その報告書が、近隣政府の選択という本が出たのです。

都市センターから。全部の市を対象にした調査では無かったのかな。早稲田大学の寄本

さんが中心になってやったのですけれども。自治体内分権という捉え方で。どっかの部

署でアンケートに答えたのではないかと思うのだけどね。 

 

事務局：書いているとしたらうちです。 

 

委員長：今、まさに書いているのですよ。近隣自治政府というのを論文で。今週の金曜日までに

出さないといけないのでね。都市内分権というところを、非常にいま私も関心が高いも

のですから。 

 

委 員：（佐藤）これ 6・7 ページぐらいまで一般論をずっと書いているから、これはこれでいい

のだろうと思います。協働を促進するための方策に入っていくと、ＮＰＯのいろいろな

やつと合わない部分が沢山出てくるのですね。この方策のところですよね。 

 

委員長：これになるともう、ＮＰＯ法人を対象にしているような書き方なのですよ。 

 

委 員：（佐藤）だからこれからは丁度ここに書いてあるように協働指針策定の取組みということ

で、また詰めていくのだと思うのですけれども、この 8 ページで言っている、こういう

促進はどのＮＰＯとやるかというのが分からない。そんな感じがしますね。だからやっ

ちゃ駄目なところでも書いてあればという気がします。 

 

委員長：場合によっては、新しい文章で書いて頂いて、1 月辺りに 1.5 時間の総括討論で 0.5 を

これに使うという事も場合によっては可能かなと。 

 

事務局：現実に、北広島市にとっては一番遅れている分野なものですから、部会では色々と先駆

的に動いて頂いている部分なのですが、４ページの上段の「社会的役割」の部分の、自

治会、町内会という部分だとか、色々な団体が入ってくれば、もう少し身近な視点から

少し書き加えなくてはならない部分もございますし、いま、ここに載せられた８ページ

については、これはまたＮＰＯ法人が意識された部分もありますので、いま委員長が言

われたような形で基本的な形としては、こういう方向でよいのでしょうけれども、この
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辺の具体的な促進方策の中については少し整理をさせて頂きたいと思います。 

 

委員長：特に、広い意味で本当にいろいろな人達と連携していく、協働していくんだと、これは

大事な視点だと思いますので、狭いＮＰＯ法人とだけ連携するのではないという、ここ

は非常に大事な視点です。 

 

事務局：具体的に言うと、活動指針をこれから作るという部分の前提からいいますと、あまりに

も掲げている部分がリアリティ過ぎる部分もあるのかなという気もしないでもないです。

その辺を少し次回までにお時間頂ければ・・・ 

 

委員長：そうですね。それから、課題みたいなものを出したらいいですよ。やっぱり現実に、こ

れは日本都市センターのアンケート結果でも出ていますけれど、町内会・自治会みたい

なものと、やっぱり本当のＮＰＯ法人なんか結構対立しているとかね、そういう問題が

随分あるのですね。ですから、そういう課題などもちょっと、どこかに書かれた方がい

いのではないかという感じがします。 

 

委 員：（小山）ちょっと、気が付いたのですけれど、８ページの２番目に活動の助成とあって、

ここの所を見ると３番目の黒い点の税の減免や課税免除をする等の税負担の軽減。と書

いてあるのですが、そうするとＮＰＯは、本来営利性のない所に、医療法人みたいなと

ころに助成するということですか。つまり、税の軽減ということは、地方税法で現在、

そんなことが許されているのかどうかという、どの程度の許容権限を自分たちが持って

いて、地方税法で権限を持っていて、そういう事が許されるのかという事を考えている

のか。つまり、どこまで踏み込んでいるのか。つまり、権限の委譲が一応どのくらい北

広島市が持っていて、医療法人に対して地方税法を逸脱して税の軽減ができるのかと。 

 

委 員：（佐藤）いまはＮＰＯ法人だけを考えて、そういう事はできるの。 

 

事務局：ＮＰＯ法人は納税義務があるのですよ。事業活動として。 

 

委 員：ただそれは、減免をするということは、課税対象の税率を下げるということでしょ。あ

る特定のＮＰＯ法人だけに対して。 

 

事務局：色々なパターンがあると思うのですけどね、ＮＰＯ法人は納税義務を持っています。事

業活動に対して。その納税義務で納税しなければならないという負担分を、狭義の、最

狭義の意味のＮＰＯ法人の納税負担というのを軽減するという方向を考えてやらなくて

はならないのではないかという意味で書いたものです。 

 

委 員：だから、そういう事が許されるのですか。例えば、ある事業税に対して事業税率を北広

島市が独自に、何でもいいけど事業者に対して、たとえば法人税なり何なり独自に自分
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たちで税率を勝手に下げたりできるのかと聞いているのです。そこまで踏み込んで、と

いうのは、やりたい訳ですよね。北海道だって、札幌市だって、そういうのは地方税法

で許されて無い訳ですよね。今の現状では、それでみんな苦しんでいる訳です。他のと

ころでも特定の業種だけを設定して「あんたは安くしてあげるよ。あんたは高くするよ」

ということは許されない。標準的な少なくても、上げることは出来ても下げることは出

来ないですよね。そういうことの出来ない現状の地方税の体系でこういう案を具体的に

出しちゃって大丈夫なのかという、例えば総務省の人達はこれを見て具体的にどういう

風に考えるのかという、これからは良くなるとは思うけど、ただ現状でこう大っぴらに

出しちゃって大丈夫なのかっていうことなのですけどね。税の減免や課税免除をするっ

て事をこんなに大っぴらに出しちゃうと、現在、総務省だって何処だって、みんなやり

たいんですよ。もうはっきり言ってしまえば事業者に対しては殆ど固定資産税を減免し

て、皆なわが町に来てくれと内心思っているのだけど、それができない。ＮＰＯだけを

特定して勝手にどんどんやっていけるのか、という現実問題として。 

  

委員長：だから、かなり一般的に書いちゃったのでしょ。この部分はだから北広島市というより

もＮＰＯ法人について、全体に国の方でちょっと考えてくれっていうような感じの書き

方になっちゃったのでしょ。 

 

事務局：特にこの協働指針策定に向けて、特にこの８ページの部分の前段は財政支援等を行うと

いう形で検討するのではなくて、実証する方向で書いていますのでそういった部分につ

いてはもうちょっと、リアリティに書かれている部分については、ちょっと表現を変え

ていきたい。それとまとめる部分も必要なのかなと考えています。資金制度についても

具体的にどういったようにするのか、まだちょっと、イメージぐらいは持たないとここ

に載せられないのかなという部分です。 

  

委員長：これ今の税の減免とか、次の寄付が促進されるシステムですとか、どちらも全国的な話

ですよね、北広島市でどうのこうのというよりね。だから出来る状況になったらやると

いう事でようするに解釈はね。地方分権は少ないけれどもやれるようになったらやる。 

 

事務局：ですから、そういった事項の中からこういう事が促進策として考えられるというような

事を前提に書いてある形で、うちが実際にする時にはですね、整合化が出来るかどうか

というのはまた、市民に対して具体的な中身で段階として議論を重ねていく話なのです。 

 

事務局：ただ色々なパターンがあるということを、まず知ることなのかなという事で書いてあり

ます。 

 

委 員：（小山）ただ、寄付の促進するシステムって、どういうシステムなのですか。例えば、税

金だったら、所得税を安くするとか、住民税を安くするとか。 
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委員長：寄付金控除みたいなものですね。 

 

委 員：（小山）こういう分権で出来るようになったらやろうということですね。今だともう知っ

ていなければという時期とか。 

 

委員長：今、ＮＰＯ団体とか、国の一部の国会議員とかなんか寄付金控除という事で、全体にそ

ういう動きをしているんですよ。それで、寄付金を促進させたいという、まあこれは全

体の話で実際の話ではないので。 

 

委員長：５番の活動の場の確保というのも結局ＮＰＯ法人に向けた話ですよね。いわゆる、サポ

ートセンターというか、そういうものになるのではないですかね。 

 

事務局：中心的にはそうなりますけれども、例えば町内会ですとかいろいろなところの活動の場

にオープンスペースという、イメージとしてはそういうイメージで、中期的にはそうで

す。活動の場が一番求められている。促進策として。これは一つ一つに温度差は若干あ

ります。 

 

委員長：そうですね、分かりますこれは。まあ、一旦ちょっと書き直してもらって、また正月明

けてちょっと、会議の中の半分くらいの時間を使って、やっていくようにしましょう。 

 

委 員：すごく大変だっただろうね、これ書くっていったら。きちっと書くというのは大変な作

業ですよね。 

 

委員長：大きく広げるのは、いいと思いますのでそれを踏まえた上でどうするか。ちょっと厳し

いこと言ってしまった訳ですけれども、皆さん他にどうでしょうか。 

 

委員長：ではこの件はこれまでに致しまして、今言ったようなことを踏まえて書き直して頂けれ

ばと思います。改めて、１月に時間をかけてちょっとやりたいと思います。 

 それでは、続きまして、「簡素で効率的な行政組織をめざして」という②に入らせていた

だきます。 

 

《「簡素で効率的な行政組織を目指して」に関する事務局の説明省略》 

 

委員長：何か質問あれば、どこからでも。だいぶん、簡素になりましたでしょうか。部の数は減

りましたよね。全体としてどうなのでしょうね、こういう行政組織改変で。 

事務局：先ほど事務局の方で、説明して頂きましたけれども、簡素で効率的な行政組織を担当し

ています青山です。今の課の数についてはここまで詳細に、部の領域については３部ほ

ど減る形で提案しているのですけれども、課の中身については実際に、例えば外局的な

施設もありますからそこに例えば、課の数を減らすとか、課の課長職ですね、そういっ
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た部分まで幾つに絞込みが出来るか、というところまでは正直なところ抑え込みはまだ

しておりません。こういった組織については各自治体そこそこに人員と、第一次から第

三次の産業構成というのが違うと思うのですけれども、都市についてはこれがベストだ

という事になるかどうかちょっと分かりませんが、いわゆる、市民の目線で見た時には

ある程度、今よりはわかり易くなっているのではないかという自負はしているのですが。

先ほど申し上げた通り、課の数については簡素になっているのではないかと思います。 

 

委 員：（佐藤）これは、例えばこの農業委員会、監査委員会、選挙管理委員会を行政委員会に一

つにくくってしまうというのですが、地方自治法なんかは問題は無いのですか。書いて

ありますよね、個々委員会において局長を置くという。 

 

事務局：必置規制といって必ずこういうものをおかなくてはならない事になっていますけれども、

ようするに一つの行政委員会というのは、一つの枠の中に課自体がそれぞれ存在すると

いう形で、現行の公的な部分では抵触しないかなというのがあります。 

 

委 員：局長が兼務するということですか。 

 

事務局：簡単に言えば、そういう事です。 

 

委 員：分かりました。それともう一つ、教育の項目も生涯学習と青少年教育、これ青少年を分

けているというのは、これに特に力を入れているとかそういう意味ですか。 

 

事務局：特にと言いますか、いわゆる青少年に関することは、色々と社会的な問題もありますの

で、現状は当市においても、これについてはこの改正でも継続していかなくてはならな

いという事でこういう位置付けをしている。 

 

委員長：あの簡素で効率的という訳なのですが、やっぱりこれからの行政需要が高まるとか、そ

ういうところはむしろ増やしていかないといけない領域があると思うのですが、そうい

うところはどういうところなのですか。あんまりそういうところは検討していない。 

 

事務局：まず、大きく一つは企画財政という領域、部を政策経営推進ということで、いわゆる理

事者が考えている施政執行の考え方が、いわゆる日常の行政を事務事業という反映でき

るような形にし、市民のニーズと言いますか、そういったものをより素早く政策に反映

できるようにという事で、まず、企画財政部という部が政策経営推進という形の領域の

名称に変えたのは、そういう思いで名称を使っています。 

例えば、今の需要に対してどうだという事になると、例えば先ほどの教育委員会のこ

とでは、いま管理部、生涯部と２部ありますが、今は学社融合ということで学校教育と

社会教育というものを一体化させて色々な事業の展開を図っていくというような部分が

言われておりますので、教育委員会もこういった２部を１部制にするという事は、非常
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に組織そのものを肥大化する部分もあるのですが、学社融合に向かってこういうような

考え方をしました。 

 それから、経済部も経済産業としてこれまでは、商業労働課と工業振興課の２課制に

なっていたものを今回は一つにして、そういう色々な開発なり、事業と言いますか計画

が出てきた時にまた、必要に応じて組織を改変してやっていくという形だと思います。 

後は、需要のニーズという部分に当たるかどうか分かりませんが、以前までは建設部

の庶務課というところで、いろんな行政財産などの施設に伴う用地の取得、用地交渉等

を庶務課でやり、他の例えば教育財産であれば教育所管が用地交渉を行うというのがあ

ったのですが、それが実は用地事務交渉というのを窓口一元化して、取扱も透明性と標

準化を図るというような事を考えています。 

あと強化されているところと致しましては、市民環境部門の下の方にありますけれど

も、市民との協働の関係で協働とか、ＮＰＯですとか後は市民と共に事業を行う場合の

ことをここに集約させ、尚且つ充実を図っていくような事がありますので、ここを充実

させております。 

あとは、職員のアンケートの中にもあったのですが、建設部から領域としては都市整

備という１０ページのところにあるのですが、公共施設ストック計画と書いてあります。

現行の施設については、それぞれ所管しているところで今、修繕等施設管理をやってい

ますので、所管されている課によっては修繕する程度、着手する程度の時期がバラバラ

だと、そういうものを建築の担当されている専門家の人間に見ていただいて、一定の物

指しを設けて修繕の必要性なり、優先度というものを調べて頂いて、施設の修繕が行わ

れながら、施設の延命化を図る。そういう事が必要だというように職員のアンケートの

中にもありました。先ほど言った、用地の一元化といったものも職員の提案にありまし

たので、取り上げさせて頂きました。 

 

委 員：市民広報、市民に伝える方は、行政管理部門。それから、聞くほうは市民・環境部門。

こういうところは分離してしまっていますよね。この方がやっぱり効率的なのですか。

一緒にしないで。 

 

事務局：これはいろいろ議論があったところなのですね。広報と広聴という部分では、聴くのと

発信するのと表裏一体だという考え方で、あくまでも聴いた形の中で処理する部分とあ

くまでも情報という役所の窓から市民に出すという部分については、情報の発信は一元

化するという形の考え方とがありまして、今までは表裏一体の形で、聴くし出すしとい

う考え方でやっていたんですけど、ある程度この情報推進というような形の部分が相当

進んで来ておりますので、発信するものと受けるというものについては基本的に分ける

という考え方がいいのではないかということです。 

 

委 員：もう一つ、市民環境の方はいろいろと市民に関わるものがありますよね。具体的に言う

とこの国際交流・姉妹都市の部分なのですが、前は総務部の方にあったのですね。それ

で今度は市民の方に移してきたと、これは市民との関わりは薄いような感じがするので
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すけれどもいかがでしょうか？ 

 

事務局：この国際交流・姉妹都市の部分では、国際交流の部分は教育委員会の社会教育というと

ころが、姉妹都市については秘書課のところでやっていたのが、いわゆる姉妹都市の形

で、例えば教育委員会の社会教育の方がやりますと、東広島と姉妹都市提携されている

ところは、小学生なり中学生という児童・生徒さんが来られますから、それらに関わる

部分だと北広島の小学生なり中学生が同じような形で交流を計るということで、同じ市

民という目線でお互いに姉妹都市というものが交流すべきだという考え方が根底にあり

ます。それで、市民・環境の所にもってきた方がより市民とのお付合いというのが、深

まるのではないかという考え方でやっております。 

 

委 員：（谷本）参考までに、北広島市の農業のやる量というのは、大分あったのでしょうか。経

済部の農政課なり。 

 

委員長：どうでしょうか。経済部農政について、経済力について。 

 

事務局：それではちょっと、担当違いで申し訳ないのですが、元農政課を担当したものです。現

在は農業関係者というのは、２５０戸ほどでございます。農業の生産実績というのは、

ちょっと額は忘れましたが、全体の中では１０％いくか、いかないかぐらいの出荷程度

で、北広では工業出荷額というのは凄く大きいものですから、工業団地も抱えてですね。

そういうことから言いますとパーセンテージ的に言いますと極めて低い部分があるので

はないかと、ただ実際上の農地面積というのは、水田が今は転作農業がありますけど約

８００ｈａぐらいありまして、それ以外に農地関係、畑作などに２５００ｈａ程度ある

という事と、それから農地等の関連で山林の所有者、いわゆる地権者が同一というよう

な部分も含めて考えていくと林業そのものの実態的はありませんけれども、そういう関

わり方の実態からいうと、林も面積的にはすごく大きいものがあります。民有林という

部分がある訳です。これらが、いわゆる農業生産という部分を背景にした捉え方と、土

地という問題を背景にした捉え方と二面的に捉える、我が町の場合は捉える必要性があ

るのではないだろうかという部分では、農業の持っている北広島市に於ける課題という

部分は大きいものがあるのではないかなというのが、私が当時、担当していた部分です。 

     簡単に言うと、今、農業がどんどん後退しているものですから、後継者の問題ですと

か、新たな担い手の問題ですとかで、放置するという事がイコール土地の荒廃に繋がっ

てくるという部分も背景としてはあるのですよね。その辺を何とか、農地を保全すると

いう事で環境を保全するということの、環境の部分と近しいというのが、今都市近郊の

農業背景にあるものですから、重要な課題ではないかと。私が農政を担当しているとき

はそういう認識で仕事をしておりました。 

 

事務局：総生産額がちょっと出てこなかったのですが、４０億ぐらいです。工業出荷額が８００

億から９００億、商業出荷額が１３００億このようなバランスになっております。 
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事務局：先ほど組織の中で一点だけ説明漏れがございましたので、よろしいでしょうか。 

政策経営推進の中に、いま企画調整課のところで統計調査、企画調整課にあったものが

領域の中で右に異動した形になっていますが、これについては我々部課の中で色々と議

論がありまして、本来の統計業務であれば行政管理という総務部の方でも、こちらに位

置付ける部分があってもいいのではないかという考え方がありまして色々議論したので

すが、いわゆる統計調査した数字をいかに速やかに、政策に反映させるかということを

考えた場合には政策経営推進という形に位置付けをして、あくまでも単なる調査という

形ではなくて、それを次年度以降の政策に即活用するという部分が出来るということで、

あえてこの統計を入れようということで、今委員会で説明をさせていただきました。 

 

委 員：（小山）質問なのですが、新しい部分を見ると皆、言葉に「経営」というのが入っている

のですが、例えば、最初に６ページの（政策部門）の下政策経営推進、領域でも政策経

営推進、業務内容の下の方でも経営の運営方針、その横も自治体経営ですね。いわゆる

経営という言葉が何かしつこい位に出てくるのですけれども、つまり経営という言葉が

本当に適切なのか。経営というと企業の経営という事で、通常考えているようなビジネ

スのマネージメントというのと、自治体の経営というと言葉が何かしつこいような、何

かもうちょっと、自治体経営って、確かにそうなのですけれども、経営という言葉がこ

こまでしつこく出てきていいのかなという。 

     だから、経営というと例えば、政策経営なんていう言葉がありますよね。政策経営と

いうと何か馴染めないというか。政策推進でいいのではないかという気がします。政策

経営推進というのは、社会と少なくても私には合わないなと思います。 

 

事務局：経営という思いは、いわゆる、今の現行の企画財政部という政策推進をする部分が本来

の企画部という部分なのですが、けれどもその中で財政の非常に厳しい部分では政策推

進しながらも、必ずその経営という感覚を持ちながらしなければ駄目だという事で、領

域のところでその政策経営推進というイメージを持っています。政策部門的な課の部分

については、自治体経営とかこだわっている訳ではないのですが、領域的には今申し上

げたように、政策推進プラス企業の経営という考え方を自治体の中でも持ってやらない

と、なかなか今の社会状勢の中では立ち行かないという部分がありまして、経営という

ものを入れたという思いがあります。 

 

委 員：経営というと何か、やっぱり企業のお金のビジネスとか、でもやっぱり行政に大事なの

はお金と同時にね、反対はあるかもしれないけれど、もうちょっと行政サービスとかも

うちょっと。つまりこれは全体ですよね。企画調整をやることは全体のことですよね。

つまり、企業のお金だけではないという面。 

 だから、都道府県だけじゃなく、自治体全体に言った時に実際にそれが例えば、介護

保健そういうときに自治体がどうやって財政を運営していくかという時には出てきます

けど、ただ企画調整だけじゃなくて、もっと全般にもっと広い目で本当の自治体をどう

するのか、ということを企画調整するのだったら、なんか経営という言葉はちょっと寂



13 

しいですよ。政策推進の方が、シンプルでね。なんか、経営という言葉が中に入ってく

ると、全体に渡って経営を削れと言う。そうではなくて、ただ政策をこれから推進する

ときに、政策経営推進というより政策推進の方がシンプルでいいかなと思います。経営

というのが多すぎるなという印象です。 

 

事務局：ちょっと記憶は定かではないのですけれども、他都市でも似たようなネーミングのもの

があったように記憶しているのですけれども、ただこちらの部分は先ほども言いました

ように、政策を推進しながら経営的な感覚を入れるということで、この名前には固執し

ておりませんので、どうしてもこのままでとは思っておりません。 

 

委 員：この下の方、財政課の経営の運営方針なのですね。それだったら、財政の運営方針、或

いは、その下の財政のところを横にいくと、経営の運営方針という自治体が経営の運営

方針という。あまりにも企業に近より過ぎちゃうと変なイメージをもってしまう。 

 

事務局：確かに先ほど、部会長からお話ししましたように、民間的な発想に立つべきだという議

論も勿論ありました。先ほど先生からもお話しありましたけれどもマネージメント機能

の強化というのは、昨今とくに言われ続けている訳です。そういう意味でプラス、併せ

て経営という言葉を入れてあるのです。だから、私どもはそういう企業的な経営という

ことだけではなくて、この裏には市全体をマネージメントする機能をここに強く持って

もらうのだという意識でこの言葉を使っているということです。 

 

委 員：（小山）わたしも別に反対と言っている訳ではないんだけど、あまりにも財政課の経営の

運営方針というと、市民から見ると、経営の運営方針というアナウンスメントがあると

ちょっと違うような印象を受ける。 

 

委員長：だから、領域とか政策部門という部分は市民に見せる訳ですから、政策経営という言い

方はあんまりしないですよね。だからそれは、職員の意識の中でマネージメントという

気持ちは持ち続けなくてはならないのですが、それを翻訳して経営という言葉に置き換

える必要は無いのではないかと思うのです。 

 政策推進で僕はいいと思うし、領域もそして政策部門も政策推進でいけると思います

し、今の経営の運営方針ですか、これも財政の運営方針とか何か、そんなような感じに

なるのではないでしょうか。 

     自治体経営って言うのも何か、自治体運営ぐらいでいいわけですよね。あえて言えば

政策部門で言葉を作るならば、自治体経営というのは一つの考え方としてはあるのだけ

れども、それが絶対じゃない訳ですよね。自治体経営論なんていうのもありましたけど

ね。それでいく言葉でいいのかどうかというところなのですよね。 

 

事務局：政策のところの経営推進の部分は、政策推進の方がいいのだと思うのですが、財政のと

ころは経営の運営方針というのは、同じような言葉が二つならんでいますから、これは
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経営を取ることはできますけど、自治体経営という部分の概念という部分は、委員長が

仰るとおり、まだ完全に確立はされておりません。しかし今まさに経営の視点で見直さ

ないと破綻をするという。常にコストを意識しない運営だとか、事業だとか必要か否か

というところだけが、評価をされていて誰が負担をするという論理の部分が整理されて

いない部分が非常に多いですね。そういった部の中では運営という言葉で処理をしてい

くのか、実際経営という形の中で考えていくのかという時に運営というような、なかな

かその運営は運営で、経営というものの中では長期の推計を持ちながら、勿論利益を出

すわけではありませんけれども、どういった負担等をやっていくのかという部分の中で

は、概念的にはどこの自治体も改革の中には経営という論理が少しずつ入ってきている

という部分があるのですよね。 

 

委員長：入っているんですよ。それは入っているのだけども、それをここの部署に自治体経営と

いうように置き換える必要があるかということなのですよ。 

 

委 員：（小山）つまり、精神と市民に対する看板ですか。市民に対する看板と自分たちの持って

いる精神を同じにする必要があるかどうか、市民に対してもっとわかり易い素朴なネー

ミングにして、自分たちの精神はもうちょっと。今の話だと自分たちの精神と市民に対

する看板はいつも一緒じゃないと駄目だという。例えば、本当に政策部門を自治体経営

の名前でいくと、例えば公表した時には世間に自治体経営、自治体政策部門は自治体経

営と出ちゃうわけですよね。例えばね。自分たちの精神ではなくて世間一般の市民に対

して看板が自治体経営部門です。というように表向きの看板を立ててしまうかどうとい

うことなのですけどね。 

 

委員長：場合によっては財政でもいいのですよ。そのまま。シンプルなものでも充分なのでしょ

うがね。 

 

事務局：これはいろいろとチームでやってもらった時に、最後にやる看板の部分はまだ具体的に

イメージしてないんですよ。 

   

事務局：これを少しジャンルごとに整理していって、最終的にこれが一課になる訳ではなくて、

二つの部分を一つに管理するだとかそういう部分で、大きくはジャンルごと整理をする

とこういう状況ですよという形で。 

 

委員長：トータルで自治体経営なのであってね。ここの所謂、財政の部分で自治体経営というよ

うに書くのはちょっとどうかと。やっぱり自治体なのだから財政というのはあるのです

よ。いや、やっぱり財政なのですよ。 

 

事務局：先ほども申し上げましたように、我々どちらかというと領域の部分だけを抑え込んで、

ただ領域を色々議論する時には、当然それらを構成する課なり、政策部門をある意味イ
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メージを持たなくては駄目だということで、こういう組換えをやっていますので、この

自治体経営というのがこのまま課の名称になるなんてことは、決してそうではなくて、

あくまでもその自治体経営という概念でこの案は考えているということでご理解して頂

きたい。 

 

事務局：もっと言うと、企画財政部が自治体運営部門になる。こういう課ではなくて。ですから、

思いが少し入っている部分がありますので、表現やなんかは少し工夫するということで。 

 

委員長：そうですね。自治体経営的視点をもって、もちろんやらないといけない部分が今いっぱ

い出てきているのですが、それはトータルで考えればいい話であって、どっか特定の部

分に自治体経営とかいう風に使うのはどうかという感じはしますね、やっぱり財政とい

う言葉は無いと駄目だと思います。 

 

委 員：（安田）ひとつちょっと気が付いたところの質問です。８ページの領域検討（案）政策部

門のところで、市民サービスとありますが、イメージとしては市民サービスってもっと

広いのかなと、ここはある程度、境域というかこまい意味で捉えているのかなと、とい

うのは環境衛生とかそういうのも市民サービスの中に含まれるのではないかなと思いま

した。 

 

委員長：どうですか、この辺は。コミュニティー・防犯・人権・平和・公共交通・交通安全・広

聴・消費者相談、この辺で市民サービスとなっておりますが、どうですか。 

 

事務局：これは、先ほども申し上げましたように業務内容を見たときに政策部門のイメージとし

て、これは所謂、市民に対するサービスだねということで、こういう括りにしてありま

すので、それがこういった組織の検討の中で市民サービスというものをこれはまさしく

そのまま市民サービス課という形になるかというと、そうではありません。 

 

委員長：まだ検討の余地が沢山あるということですね。 

 

事務局：ここの一つの領域を幾つかに分けて、業務の中身をこう入れ替えの方に重点をおいてや

っております。 

 

委 員：（小山）８ページのワンストップサービスというのは、どのようなものでしょうか。 

 

事務局：窓口を統合しようということです。今は各庁舎にバラバラにいろんな窓口がありますけ

ど、出来れば本庁舎の１階にでも窓口を集約して、市民が来て席に着けば、いろんな手

続きを市民はそこに居たまま各種の手続きを済ますことが出来るという。 

 

委 員：具体的にはどのような。どの程度の範囲なのか、つまり市役所の範囲の中での例えば、
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住民票でも窓口何番というようになっていますよね。 

 

事務局：それを一箇所ですますことのできるように。 

 

委 員：そしたら、混むじゃないですか。分けていたからうまく行っていたのではないですか。 

 

事務局：出張所があるのですけれど、大曲ですとか、西の里の出張所に行くと殆どの手続きが出

来ることになっているのですけれども、ああいったものが本庁にあるようなものです。 

 

委 員：そうですか、分かりました。 

 

委員長：ただやっぱり庁舎が狭いとかね。なかなか場所が確保出来るのかと言う課題があること

は議論の中でありました。では、この辺は総括討論の中で、名称などについて検討され

るということでよろしいでしょうか。或いは、また少し動く部分もあるのでしょ。今日

われわれ議論したけれども、だいたいこれで固まるのですか。仕事の業務内容は。 

 

事務局：具体的にどの時点からこういうふうな形になるかという部分については、まだ明確には

なってない部分もありますし、特に来年は市長選挙の年で大幅な組織改変という部分は

当初では出てこないと思いますので、そういった部分の中では方向性としてはこういう

方向に向かうという事でしょうけれども、実質的には段階的にいかざるを得ないのかな

と思います。 

 

委員長：はい、どうもありがとうございました。 

 

委員長：それでは、職員数の適正管理及び人事・給与制度等の見直しというところに入りたいと

思います。最後の能力と個性を最大限に活かす人材育成を目指して、これは簡単に終わ

ると思いますので、③をちょっと重点的にやりたいと思います。 

 

《職員数の適正管理及び人事給与制度の見直しについての事務局説明省略》 

 

委員長：今報告いただいて、その中で事前に市役所の人と打ち合せしたんですが、指定管理者制

度について出てくる訳ですが、ちょっと簡単に概要を説明していただくということと、

民営化の中で幾つか出てきますが、民間委託などは全部やる訳にいかないので、その中

で給食センターと保育の現状について委員の皆さんにアナウンスして頂くということと、

今、国の方で公務員制度改革の大きな柱として給与制度などが言われている訳ですが、

その国の公務員制度改革の動向についてもやはり委員の方にアナウンスして欲しいとい

うことで、お願いしてあります。それをまとめていただいていますので、それを合わせ

て説明いただきます。 
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  《追加資料についての事務局説明省略》 

 

委員長：資料を全部説明して頂いて、大分分かりやすくなったのではないかと思いますが、何か

ございましたらどうぞ。 

 

委 員：本文の資料２ですか。この定員適正化計画と採用・退職の職員数という、これで問題な

のは退職者で採用者というように順番にいきますよね、６ペ－ジですか。退職者を出し

て採用者を減らして、徐々に減らしていくという。問題なのは前のページの資料１の年

齢別職種別職員構成表ですか、つまり問題は２０代が殆どいないという、２６歳以下が

殆どいないというのが、北大もそうなのですけど愛着と言うか、辞める人は３０代でも

いると思うんですけど、やっぱり愛着ある人を育てていかないと北広島に愛着をもって

いる、２０代ぐらいから安定した土台を持った人を育てていかないと。言いたいのはそ

の２０代はそろそろ手を打っておかないと危機的な状態になるのではないかと思います。 

 

委員長：どうでしょうか。この辺、つまりかなり若い世代が少ない。 

 

委 員：若い世代に郷土愛をもっているような人を早いうちに、ある一定数確保していくように

しておかないと、なんか２０代が殆どいなくてこのまま後で、３０代で来られても、ま

ずノウハウを教えるのも大変だし、郷土愛を持っているか持ってないかという、ある忠

誠心、コアの部分をつくっておかないと、後また急に辞めますって、これからどんどん

若い人なんて、たぶん２０代・３０代の人たちは辞めちゃうと思うのですよ。意外と。

そういうことを考えるとある程度、腰を据えて本当に頑張ってくれるような人を確保し

ておかないと、２７歳以下がいないので、やっぱりかなり覚悟しておかないと危ないの

ではないかなという。これからずっと行って、１０年後ぐらいこう行った後、もう一回

こういう山谷を新たに作ってしまう。下手をすると、２０代をぐっと増やしてしまって、

また新規採用を増やして、間が全部空いてしまってまた、若い人にパッと逃げられてし

まうという感じです。 

     だから、もうちょっと標準化した何かうまく作っていかないと。２０代がやっぱりこ

んなにも少ないというのは怖いですよね。 

 

事務局：６ページの表の部分で、例えば１６年度で３名退職者で、６名採用しようというのも、

今の時期になかなか職員を採用するのを控えている自治体が多いですけれども、将来を

見据えた時に、いま先生がおっしゃったような、いわゆる年齢が極めて歪な状況になる

という部分で、円柱形ですか、そういう真っ直ぐなストレートな方向を目指そうという

部分で、今回の定員の適正化を計っていきたいという部分でございます。 

     民間委託とか指定管理者とかいろいろ書いていますけど、北広島の職員は極めて多い

状況ではないんです。例えば、いまでも道内の市で見ると一般職では少ない方で、３４

市の中では少ない方で５番目くらいに入っているんですけれども、その中でもそういっ

た部分の事を考えている。 
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委員長：平成３１年度くらいだと、かなり歪さが消えてくるとそういう事ですね。 

 

事務局：はい、そうですね。この表はですね、上の１６年度はそのまま載っております。それで、

２６年、１０年後ですけれども、これは今後、退職していく人の半数を採用していった

場合にこうなるという。採用する年齢なんかはある程度、限定して表は作ってあります

けれども、こういうふうになります。１５年後はこういう風になります。これでかなり、

年齢構成の歪さは解消されるものと考えております。 

 

委 員：その点なぜ、真ん中辺りで３４辺りはすごく低く作ってあるのですけど、この新たな表

の３４歳ぐらいですか、そうするとこれは殆ど少ないという。このまま行くと。 

 

事務局：２４歳の職員が毎年、１歳ずつ歳をとったというように作っていまして。 

 

委 員：新規にそこは取らないということね。 

 

事務局：新卒レベルで推計をしていますので、２歳ぐらいの採用枠の範囲がありまして。 

 

委 員：やっぱり新卒ワクしか取らないという事ですね。 

 

事務局：今年の募集受け付けた年齢は。 

 

事務局：採用の中の事務上級なのですけれども、この上限は２７歳で、２３歳から２７歳。 

 

事務局：初級は。 

 

事務局：初級は１９歳から２５歳。 

 

事務局：そういう部分の結果的には、この一番上の表の２４の所と２１のところの引込んでいる

部分は、少しは状況によっては変わってくるという部分です。ただ、年齢だけで採用で

はないものですから、結果的には新卒ベースで推計をしているということになります。 

 

委 員：そうですよね。だからやっぱり新卒だけじゃなくて、もうちょっと断続的に年上の人を

採用していった方が。やっぱり新卒だけでやると、すごい山が定年で辞めていくとまた

新卒の新しい山が立ったりする。そういう感じだと思います。 

 

事務局：補足しますけれども、いまご説明しましたように上級・初級含めて、年齢の幅は設けて

はあるんですよね。但し、あくまでも試験の結果ですから年齢によって採用する訳にも

いきませんので、そういうのも一つあるという事と、その他に以前、私どもでもやって

おりまして、来年度採用分から民間経験者枠というものを復活させまして、民間の知識
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を入れていこうということと、年齢の偏向性についても、その部分で是正していく手助

けになるのではないかということです。 

 

委員長：これは平成１６年の２４歳をそのまま１０年で移行しますよね。２１歳ですと３１歳に

なる訳でしょ。これも増えていますよね。 

 

事務局：大卒が入るのは丁度、２２歳で入るから来年の部分が埋まるということですね。 

 

事務局：これは単純推移なものですから、はい。 

 

委員長：でもこれ２４歳ではそうもいかないという話なのですね。１０年後はね。でもその世代

は、次は３９歳になっているのか、ここのところはずっと少ない訳ですね。 

 

委 員：（小山）平成３１年になるとまた新しいコブが出来る。山がこう出来てしまって。 

 

事務局：結果的に２４歳の人が来年採用で３人入れば、これで一気に穴が少しずつ埋まっていっ

て、ですからここで２つ３つのギャップは例えば、北広島の事例で言うと、いつに入っ

た人間が辞める時に一斉に辞めなさいとか、降格する時一斉におりなさいとか、国と同

じようなものでなくて、実態的には年齢で整備されてないと考えると世代的な３年、４

年のスパンは重要なポイントになるでしょうけれども、そういった年齢の１歳、２歳含

めたとしても、大きな問題にはならないかなと思っています。 

 

委 員：（谷本）これ当面の１０年くらいの財政負担というのは、かなりありますか。 

 

事務局：先ほど言いましたけれども、北広島の職員数は少ないのですが、人件費の比率はやはり

高いのですね。 

 

委員長：まあ、高齢者が多いですからね。それから、これでみると、平成１６年が保育士さんは

いなくなっていますよね。これはどういった。白いところなくなっているでしょ。 

 

事務局：この推計の中では、保育士の補充はしてございません。 

 

委員長：退職したらゼロになるという事ですか。 

 

事務局：はい、消防につきましては９０名をそのまま確保した中で行っております。 

 

委員長：ただ、これはまだ保育所をどうするかっていう、議論がまだある訳でしょ。 

 

事務局：一応、民間委託をするという前提で。それと、４園すべていきなりというと、現実に難
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しい、有り得ないという話になるのですけれども、集約していく過程の中で、一つの園

を止めても、その正職員を他の園に移していくという。だから、数としては確保できる

という当面のよみがあります。正規に採用しなくても。 

 

委員長：正規に採用しないで、異動ということですか。 

 

事務局：そうです。だから例えば、４園あって一つ民間に渡します。そこの一つの園の正職員を

他の園に振り替える。先ほど説明しましたが、いま正職員はそれぞれの保育園で非常に

少ない状態なものですから。 

 

委員長：保育士さんというのは、年齢は高いのですか。保育士さんの年齢出ていましたか。これ

に。 

 

事務局：４０代以上が多い、２０代は１２人しかいない。 

 

委員長：４０代以上が多いということですね。 

 

事務局：３０代以下は１２人です。 

 

事務局：いまはそれほど全体的に高齢化が進んでいる訳でもない。それほど歪な状況ではないと

思います。職種替えという概念では、保育士からいきなり、事務職やりなさいと本人が

希望すれば別ですけれども、そういう部分の配置替えというのは基本的にはしないとい

う部分ですから、先ほど説明した給食センターの民間委託も、退職者を不補充にしてき

て最終的には、調理員の方は保育園の調理室の方に異動するという中で、民間委託とい

うのを人事面での民間委託の部分ではスムーズに行くと考えております。 

 

委員長：今までは民間委託というのは、やった事がないということですね保育所に関しては。こ

れ社会福祉法人が３つ出来ていますけど。 

 

事務局：民間経営です。 

 

委員長：社会福祉法人ね。これは自分たちでやりたいということで、市立保育所を民間委託した

ということではないのですね。 

 

事務局：方向は同じです。いわゆる、民の社会福祉法人が保育業務を運営するという形の中で実

施するということですね。実態的に保育園は、保育をするコストは全部市から出ている。

それはいわゆる国費も含めて、それで保育料は市がもらうという形で、いわゆる、通常

の市立保育園と殆ど似ている部分というのが多いです。いわゆる私立の社会福祉法人の

保育園の保育料は市が徴収しますから、民間保育園自体の経営は市からの負担金で運営
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されるという事です。 

 

委員長：国の基準の保育料よりだいぶん安くしていますけれども、その部分は全部、市が持ち出

しているということですか。 

 

事務局：そうです。国の基準の一年遅れで会計をしているということと、階層を多くしていると

いう部分は市の独自の部分ですけれども、一年遅れで改正しているという実態です。 

 

委員長：そうすると、市としての保育所に関しては、ひとつは国の基準の保育料と市の保育料の

差額をもっているという事と、職員数はどうなのですか。要するに、保育園児何人に対

して、職員１人とかという基準があるじゃないですか。それからすると、職員は多い方

なのですか。それとも少ないですか。 

 

事務局：基準は満たしています。 

 

委員長：丁度、基準どおり。 

 

事務局：はい、基準を満たしている部分と一部、３歳児は一割増。 

 

委員長：今、基準はクリアしなきゃ駄目なのですね。 

 

事務局：ですから、その基準はクリアしている。 

 

事務局：もう少しプラスアルファ出していると。それで、これが一般財源化ですよね。今保育所

は。 

 

事務局：なるという、来年は。 

 

委員長：それで民間の保育所も同じですよね。民間は来年やるという話が出ていますね。そうし

た時に影響は出てきますか。 

 

事務局：まず、配置基準を撤廃しなさいという地方からの意見は出ています。 

 

委員長：出ていますね。一般財源化に伴って配置基準を撤廃する。 

 

事務局：それともう一つはいわゆる調理施設といいますか、それを園内に設けなさいという部分

についてもそれは撤廃して下さい。という形のいわゆる規制緩和と一般財源化というも

のをセットにしてきていますから、その通りになるかという事はわかりません。けれど

も、それぞれの自治体によって保育行政が少しずつ変わってくるという状況には、一気
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には行かないでしょうけれども５年先、１０年先になりますとかなり変わってくる可能

性はある。国はまだ規制を緩和するとは言っていませんけど。 

 

委員長：国庫負担の時であれば必ず、国庫負担の半分は自治体が持ちますよね。今度、全部地方

税でという事になった時に、かなり差が出てきますね。どうですか。 

 

事務局：今は所得譲与税という形できています。 

 

委員長：それはそうなのですが、いずれにしても一般財源ですから、そうした時にもう一方で職

員数の定数部分がもし緩和される、そして民間保育所の補助金がなくなったという時に

どうなのかな。どういう形になるだろうね。展望としたら。 

 

事務局：例えばですよ。その市民税っていう部分がベースで今度は税源移譲が考えられています

から、それと、保育に欠ける子供たちが比例するのか、しないのかという部分からしま

すと、問題は保育にかける児童数がどの程度いるかという部分にかかってきていますの

で、そういった部分は最終的には交付税で財源調整するしか方法はないのではないでし

ょうか。 

 

委 員：交付税はもうカット、カットの嵐ですよね。 

 

事務局：実際には厳しい。何％かは、今よりもカットになるのではないかと思います。だから、

今より増える自治体はないのではないですかね。 

 

委員長：そうした時に、社会福祉法人などの保育所に対しても自治体が出す訳ですから、それを

減らしましょうと言ってくる自治体もあるでしょうね。北広島市は分からないけど。 

 

事務局：直営はいいでしょうけれども、自治体が社会福祉法人にお願いする部分については、自

治体が一定の基準とかそういう部分を設けた上で、処置するしか方法はないのでしょう

けど。 

 

委員長：だから、要するにそこら辺の意見が聞きたかったのですが、つまりこれからどんどん民

間委託をしていくという時に新たな基準を、もう一方じゃ三位一体が進んで収入が減る

中で、民間保育所に出すときの新たな基準を作らないといけないですよね。これを自治

体で相当考えないといけないですよね。 

 

事務局：規制緩和がされたら、そうだと思います。 

 

委員長：やれそうでしょ。今の感じだと民間もやると。 
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事務局：ただ、税源委譲はされるでしょうけど、規制まで緩和されるかどうかという部分はまだ

ちょっと極めて不透明です。 

 

事務局：ただ、調理施設が園外にという動きは結構載っていますけれども、保育士の配置基準と

いうのは規制緩和がされるかどうかは、まだ微妙ですね。当面はならない様な気がしま

すね。 

 

委 員：（小山）非常に利益中心にしていく者がでてきますから。 

 

委員長：だけど、自治体の方も保育士の配置基準を規制緩和しないで、なおかつ一般財源なんか

あんまり出さないというような自治体があり得るでしょうか。そうしたら、民間大変で

すよね。 

 

事務局：まず、実際に職員はどこも規制緩和になれていませんから、ですから規制緩和になれて

いないという事は、自由でいろんな形の部分で本質的な部分で議論をして輩出出来るま

でのノウハウを持っているかどうかというと、特に規模の小さいところについては、持

っていないような気がするのです。そうすると、規制緩和になったとしても、当面は右

え習へ方式で何年かは行くのではないのかなという気はします。それと、国の政策は完

全に少子化にシフトしていますから、少子化にシフトしている以上は財源手当という部

分だとか対策という部分を二重三重に掛けてくる可能性がありますから、そういった部

分の中ではあんまり負担に大きな差は出てこないような気がします。 

 

委員長：何か新しい配分の基準を作らないといけないですね。自治体はいずれにしても、一般財

源になるわけですから、もし民間の部分も一般財源になるなら。 

 

事務局：この部分は所得譲与税なのか、市民税でくるのか、住民税で三兆円の中に一緒に入って

くるという見かたの方が強いみたいですけれども、そうすると財政力の差というのは歴

然と出てきますから先細りするかもしれません。けれども今回、三位一体改革の前提条

件が、幾つか並べている中に交付税による財源調整機能の充実強化というのが最大のテ

ーマですので、それのやりとりの問題ではないでしょうか。 

 

委員長：そうでしょうね。交付税が保障されなければどうにもならない。 

 

委員長：一般財源化自体が単なる行革になっちゃう可能性がある。そうなった場合はね。その時

に机をひっくり返せるかどうかね。全国知事会とか市長会とかでね。というような問題

ありますよね。 

 

事務局：完全に信頼関係がなくなるのじゃないですかね。国と地方との関わりの中で。 
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委員長：義務教なんか金額がもっと大きいですからね。それはそれとして、北広島市の人口が減

ってきているので、実績では保育所の数は少しいらなくなるだろうということですか。 

 

事務局：いいえ、そういうことではない。人口は増えていますし、児童の数は若干減るかもしれ

ませんが、保育に欠ける児童ですからいわゆる今の経済状勢とかいろんな事を考えます

と、保育に欠ける児童自体はそんなに減るとは目論んではいません。 

 

委員長：なるほど、そうすると新しい民間の法人が出てくるということを想定する。 

 

事務局：そういうことを想定するか、市内の施設というのが建替えの時期にきますから、それを

公設民営なのか、民設民営なのか、そういった手法で、何らかのシフト変更をしていく

というのが、イメージですね。 

 いろいろなことがあるでしょうけれども、人件費コストの問題とかそういったものの

中で、民でも充分に公立保育所と同程度の保育事業を実施して頂いているという現状か

らすると、いわゆる民に出来るものは民にという、基本的なシフトの中で推進していく

べきではないかと。 

 

委 員：（谷本）たぶん民間だとこの５ページの年齢構成があるけど、３０代以下がほとんどにな

りますよね。それで人件費は相当違いますよね。 

 

事務局：ぜんぜん違うのではないでしょうかね。 

 

委 員：そこで成り立っていて、補助金とか出すにしても少なくて済むという可能性はあります

よね。 

 

事務局：私立の部分については、単価が決まっていますから一律でそういう形で出しているはず

です。要するに人件費は、職員が何人いるからいくらだというふうには出してないはず

です。 

 

委員長：だから、難しいですよね。この保育とか教育の問題というのはね。私が北広にいた時に

長女が天使幼稚園に居たんですよ。２年間ね。みんな若い先生なんですよね。それで今

度、下の子が南幌に移った時に町立の南幌幼稚園に入ったんですね。 

     随分、料金も安くなりましたけど、先生方もバランスよく居る訳ですよ。まあ、２０

代が居ないというのは問題なのだけど、３０代と５０代と居る訳ですよ。 

    そうするとやっぱり、全部若いとかね、そういうふうになると教師的にはアンバランス

になる感じを受けましたね。ですから、私は町立の幼稚園の方が充実していたのかなと

思うのですよね。だから、そういう問題というのもどうなのですかね。年齢構成という

のも考えなくてはならない。 
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委 員：（谷本）年齢構成が改善になることもあるし、同じ年齢でも経営的に言ったら人件費は安

くなるのですよ。この年齢構成でやったとしても相当人件費率は違うと思うのですよ。

そういうことが出来ると言うか、そういう方に委ねていかないと。 

 

委員長：この人たちはここでやるのですから。 

 

委 員：（谷本）これ見たら、成り立たないですよね。やっぱり、 

 

委 員：これは、一部を除いて定員オーバーしていますね。定員数以上でやっていますよね。み

んなこうやって抱えてやっていくの。 

 

事務局：この表の一番下の輪厚の保育園（くりの木幼稚舎）ここはですね、もともと地域で保育

をやっていたというのがベースですから、保育に欠ける子供と保育に欠けない子供が一

緒にやっていたのですけれども、上の方がいわゆる保育所に入るべき資格のある子供た

ちです。 

 

委 員：そうすると、なかなか進展は難しいでしょうけれども、この保育に欠ける子はかなり長

期に亘って、定数以上居るというそういうことになるのですか。 

 

委員長：いま一般に都市部ではニーズがあるのですよね。 

 

事務局：これから幼保一元化になってきますから、幼稚園も数多くありますし、少なくとも今の

子供たちは幼稚園か保育園か必ずどちらかに行くような状況ですので、子供の数は少な

くなるでしょうけれども、ある程度充足はするような形になってくると思います。 

 

委員長：札幌なんかは足りないというのでしょ。共稼ぎがどんどん増えていますから。 

 

委 員：見ていると、大曲とかそっちの方は段々マンションが建っているけど、団地の中は今、

子供の声なんてしない様な状態になっているので、それでもどんどん増えていくのかな

という感じがするのですが、わかりました。これがまだ続くのであれば、また別の事を

考えなくてはならないのだけれども、それで、ここで言っている保育園の民営化という

のは、全部一切合財任せるという事ですか。 

 

事務局：はい、そうです。一切合財任せるというよりも今ここに書いてある私立の３軒の社会福

祉法人の保育園も入所者判定は全部市なのです。それで掛るコストというのも市が出し

ているという部分では、いわゆる実働というか、その保育行政は市がやりますけども、

いわゆる保育を実施する部分を直営から社会福祉法人にお願いをするという、ですから

それを民間委託というのが正しいかどうかは別としまして、そういう方式に切替えてい

こうということです。 
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委 員：それは社会福祉法人でなければ駄目なのですか。 

 

委員長：最近は、株式会社でもいいのでしょ。 

 

委 員：（佐藤）ですから、そこで公設民営で徴収単価も市が決めた単価でいいのかどうか、これ

は見直しが必要だとは思うのですけれども、トータルで委託すれば、民間の智恵が出せ

てもうちょっと時間を長くするとか、そういうことも色々と出来るのだろうと思うので

す。そうすると、ここでいうところがすっぽりと空いてしまうと４３人と書いてありま

すけれども、この人員がゼロに出来るという、これはゼロにはならないですか。 

 

事務局：そこまでは、考えていないです。 

 

委 員：（佐藤）何年かかるかは別ですよ。だから、先ほど説明があったようにいっぺんには出来

ないだろうから、１園ずつやっていくと毎年１園ずつやっていくと４年経ったら４３人

全部、いなくなっちゃうでしょ。 

 

委員長：ただ、４３人を全部というふうになった時に、公務員法で守られていますから、みんな

本庁の業務に就きますよね、そして民間の方にはやっぱり委託業務出すという形になり

ますから、かえって財政的には大変な事になるのです。 

 

事務局：今は４園公立の保育園がありますけれども、先ほどの資料にもありますけども非常勤職

員の方が結構おられますので、職員の数だけですと４園が合併していくと２園分しか職

員の数はいないのです。ですから、民間委託にするとしても段階的に移行していく形に

なる。それと保育士という形で雇用していますから、保育園が無くなると言うことにな

りますと保育士たちの職種替えという部分で任用替えをしなければなりませんので、本

人たちがそれを希望するかどうかという事もありますので、やるとすれば段階を踏んで

やるということを我々は想定して民間委託は可能であろうという位置付けをしている。 

 

委員長：結局、みんな任用替えして本庁勤務になってね、４３人みんな残りました。それは勿論

人件費ちゃんと払いますと、それでは４３人分ぜんぜん人件費変わらない訳ですよね。

そしてさらに民間にお金出しますと、行政改革に逆行する訳ですよ。 

 

委 員：（佐藤）それは公務員ですからなかなか難しいのですけれども、かなり任用替えなり民間

に行くのは出来ると思うのですよ。これはやってみないと分からない事なのですけど、

全部抱えるという予想はなくていい。少なくとも半分以上ははける。 

 

事務局：それと今、保育にかける人もそうですけれども、要するに子育て支援という部分で保母

さん方という部分が地域で機能的に発揮している部分がありますから、保育園で直接の

保育を担当するのではないけれども、地域で子育て支援をしなければいけないとかいう
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部分では、いわゆる保育士が事務職だとか、そういう段階では絶対ならないような気が

します。 

 

委員長：僕は三鷹市の子育て支援センターを見てきたんです。あそこは直営でやっているのです

けど、三鷹市はもう一方ではもう保育所は作らないんですよ。それでベネッセコーポレ

ーションという株式会社がやっている保育所もあるのです。 

 それで、三鷹市の直営はもう増やさないと、ニーズはあるのだけれども、それでもう

株式会社に任せますと、勿論、市立でやっていた所はそのまま残っていますけど、そし

て子育て支援センターを直営で作っているから、専業主婦対象の広場事業と相談なので

すよね。そっちに保育士さん回す訳ですよ。そういうような感じですね。だから、北広

はどうか分からないのですけれども、やっぱり専業主婦の子育て相談とか子育て支援と

か、というような形がこれから新しいニーズとしてあるのではないか。 

 

事務局：今もやっています。保育園に常設の部分で子育てのそういった部分のこともやっていま

すし、事業としても子育て支援のそういった事業をやっています。 

 

委員長：だから、そういった役割はあると思うのですよ。保育士さんには。 

 

事務局：だからその拡大される部分としては出てくる要素はありますので、そういった意味でも

実際に保育園という現場の部分については、そういう民で動ける部分について、そうい

った形の方でお願いしようということです。 

 

委員長：そうですね。これには出てこないのでしょうけども、そういった新しいニーズへの対応

みたいなものと、ちょっと考えるようなことも必要になってくるのではないでしょうか。

ちょっと私、思うのですけれど、行革って非常に大事なのであって、給食センターなん

かもそうですけど、北広はもう給食センターはここまでやってしまっていますからあれ

ですけど、逆に食の教育とかの絡めの中で考えていくとか、また新しい発想というのが

出ていますから、北広はもう給食についてほとんど民間委託をやり切ったという感じが

するのですけれども、まだここまでやっている所は多くはないですから。一回給食につ

いて調べたことがあるのですけど、給食センターというのは、まず民間委託してないで

すよ。それから札幌市なんかで自校調理でやっている所は、一部調理場を民間に任せる

という形でやっています。そういう所はあります。それから給食センター自身も町村の

方なんか行くと、直営でやっていて、ほとんどパートでやっているとか、いろんな形式

あるんじゃないですかね。北広はこのやり方でいいと思うのです。それと今度、食の教

育とかいろんな食の安全とか、そういう問題とどう絡めて行くかということも、ぜひ考

えて頂きたいなと思います。 

 

事務局：実際にはセンターの職員は、要するに栄養士も含めて全部、市の職員でありますから、

そういう部分のなかでは、各学校も含めてそういう食の教育には力を入れているみたい
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です。 

 

委員長：栄養士は、道職員がいる訳でしょ。 

 

事務局：そうです。 

 

委 員：（谷本）ちょっとだけ戻りますけど、この民間委託とかそういうふうにした時に、受ける

側はサービスが低下するという可能性はかなりあるんですか。制限を課すことはできる

のですか。 

 

事務局：それは、無いと思います。先ほど言われましたように、ニーズに応じる延長保育だとか、

夜間保育まではいかなくても、それに応じた延長保育だとかという部分がそのいわゆる

理事長さんの考えだとか、そういった部分の中では、容易に出来る部分があるのかなと

いう気はします。 

 

委 員：（谷本）保育料とかは歯止めが掛っているのですか。 

 

事務局：保育料は所得によって一律ですから、どの保育園に入っても同じになります。 

 

委員長：それは国の制度がそうなっているから。 

 

委 員：（小山）ただその時は財源が保障されているから、国の一律の保育料でもいいということ

で、だから財源が保障されなくなったり、何か補助がなくなってきた場合には例えば、

また民間だったりすると厳しくなったりしないのか。 

     さっきの話では、委託するのもこれから事業費、規制緩和になった時にまた、さっき

のいろんな問題が起きるというか、つまり委託するということは、向こうは民間、あく

までも利潤を設定する訳ですから、規制があれば、それは我慢するけれども財源がある

程度保障されれば問題はない。しかし予想が狂ってくると大変ですよね。つまり、どこ

までが北広島市が責任を持つのかってことで、つまり民間に委託して何かあった時にど

こまで責任があって、そういう大変な問題が出てくるのではないか。 

 

委員長：それは出てくると思います。だから、これで採算あわないなら、もっと委託料をよこせ

と。そうすると北広島市は物件費で計上しなくてはいけないというのが出てくる可能性

があります。難しいところですね。やってみないと分からないことはありますけど、だ

から意外に行革効果が出ないという場合もあるかもしれません。 

 

事務局：ただ人件費コストが決定的にやっぱり違いますから、まずその部分で効果がでるという

ので、やっぱり民間なんかもそうですけれども、税の掛らない公益法人のほうがいいか

もしれません。 
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委員長：そうですね。 

 

事務局：その税負担があれば、結果的に運営費の中から出てくる訳でしょうから。 

 

委 員：（谷本）中身とか質も違うし、サービスとか公共性も違うかもしれませんが、札幌市が、

市営バスが中央バスになっちゃったりしましたよね。それと同じようなことですよね。

資産で収益性の倍以上の人がいるということで、まあそこまではいかないかもしれない

けど、民間だったら３００万いかないような人件費でほとんど済むのが、相当な額がで

きたのですよね。その辺を吸収して補助金で出す分はたぶん少なくなると思うのです。

出してもね。 

     ただその心配しているのは、歯止めが掛らなくなって委託料なんぼでも良いというこ

とになるとサービス低下になるからちょっとあれですけど、そこに歯止めがかかるなら

その方がいいし、早めに手をうって、この上の人を辞めてもらうという事が出来ないと

したら、それを吸収するにしても早めに手をうった方がいいかなと思います。 

 

委員長：おそらくお金を出すからには、自助努力してくれというふうに市の方でも言うかもしれ

ませんね。 

 

事務局：例えば、民間で営利法人がやって、うちの基準に合致しなければ、これは契約を解除す

るわけですから。 

  

委員長：だから、そういうような仕組みを作っていかないと。 

 

事務局：そういうふうな仕組みに、他の株式会社が入ってくるような時には、当然そういうよう

な安全性とか、いわゆる担保というのをしっかりした上での契約をしますから、一度契

約したら雪だるまで増えていくのだという論理にはならないように思います。 

 

委員長：ですから、民間委託ということであれば、文章の中でやっぱり書かないと駄目だと思い

ます。 

 

委 員：この指定管理者制度というのは、それにまさに合致するんですか。 

 

事務局：今まで、要するに公益団体とか準公益団体が管理できたのが、民まで実際に行政処分と

いうか許可も含めて民間も出来るようになる。 

 

委員長：それは体育館とかコミュニティーセンターとかの管理運営ですから。規制緩和というの

は同時に新しい規制を生むというか、そういう発想がないと駄目なのですよね。 

  

委 員：全体を通して寂しいというか、なんかもっと明るいイメージあるような気がします。 
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委員長：やっぱり、行政改革、行政効率というのは大事なのだけれども、同時に新しいニーズに

はきっちり対応していくという、だから増やす部分があってもいい訳です。むしろスリ

ムにしても差し支えないというものをどんどんスリム化していって、その代わり、これ

からニーズが出てくるものに関してはしっかり対応してむしろ増やしていく。それから

スリム化したところでも弊害があってはいけない訳で、その部分はしっかり担保として

取るとか、そういうようなメリハリがないとまずいので、やっぱり文章の中で書かなく

てはいけないと思います。 

  

事務局：やっぱり今までをベースに考えるのか、やっぱり行政がやるべき役割をもう一度点検を

して、その機能をどう維持するために色々な手法を考えるという部分と時代に応じたニ

ーズに対しては当然対応していかなくてはいけない。 

 やっぱり、ついつい高度経済成長の中で行政が過分に担ってきた部分というのを省か

なくてはならないというのもひとつの改革なのかなと思います。 

 

委員長：そうです。それはいっこうに否定してない訳です。 

 

委 員：（小山）やっぱり、市民参加の中で例えば、職員をカットしますと説明するだけではなく

て、市民の皆さんの例えば意見とか、どういうふうにしてほしいですかということを半

分取り入れて、そっちの方を脹らませるというか。 

     そして、何かいい組み合わせ北広島のいい行政サービスを作って行きましょう。と何

か夢を与えないと、ただカットします。では職員の人は、自分が首切られるのではない

かと、給料減らされるのではないかと言われると職員の気質だって下がってくるし、ど

んどんマイナス思考に走っていってしまうと、何か淋しいという感じがします。 

 

委 員：（佐藤）一つだけ、水道と消防で広域化の検討となっていますが、これはどういった構想

なのですか。 

 

事務局：これは消防なんかの実質的には、行政界に消防署があったとしたら、広域化をやること

によって、消防署が二つあったところが一つで済む、それである程度、必要な部分につ

いては、例えば２分なら２分で現場にいかせるというところをクリアするということで

あれば、ある程度広域性をもたせて、あくまでもサービスの質を保持もしくは向上しな

がらも、広域化の中でスリム化を図るというようなことも今後のテーマだろうという事

で、ここで掲げてあります。 

 

委 員：一般論で、具体的にこうしようという目標がある訳ではないということですか。 

 

事務局：ですから、今いったような考え方がベースになれば、消防も水道企業もそうですけど、

そういった水源確保などにも広域化を計れば、もっと財源という部分では縮減が出来る

のではないかという考えがあって方向性を出している。 
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委員長：ただ、消防がいかに難しいかというのは、交付税の問題と絡むんですよ。広域消防なの

ですよね。南幌なんかも栗山と長沼と由仁と南空知消防組合とやってる訳です。そうす

ると全く広域消防なのです。だけど各自治体に消防署がある訳です。分署がある訳です。

どうしてかというと、交付税が各自治体に入ってくるからです。だから、広域連携、一

部事務組合に入ってくるのであれば、これは効率化できると思います。例えば、栗山に

置いて南幌に置かないとか、でも各自治体に入ってきますからみんな各分署を置くわけ

です。 

 だから、広域一部事務組合という名前にはなっているけれども、実際はそういうふう

にはいかないですよね。だから、そういう課題もありますよ。北広島の場合だとこれか

ら広域消防ということを考えた時には、それも難しい問題というか、今の財政システム

の中では広域連合一部事務組合にお金を直で出すことはないですからなかなか難しい課

題です。 

 

事務局：地方交付税は標準モデルで算定しているだけですから、国は関与をいろいろと言ってき

ますが、これはやはり不当な関与ですから。標準的な部分でやっていますよというだけ

で、それに対して色をつけると言う国の部分は、僕らからみると不当関与なのです。も

ともと固有の財源だったはずなのです。ですから、学校図書費が入っているから図書を

出せとこう言ってくる部分も、ある部分ではそこまで関与するのであれば国が直接出せ

ばいいじゃないかという形になってしまう。 

 

委 員：（小山）ある程度は大丈夫なんですか。つまりそういう広域のお金が、地方交付税では広

域で消防署を作らなかったときにそれでも構わないという考えもあるのですか。考え方

によっては一般財源でもらって消防費ももらって、それで消防費が広域でコストが削減

できたといっても構わないですか。 

 

委員長：駄目でしょう。もらえないでしょう。 

 

事務局：どうでしたか、消防費の基準は。 

 

委 員：（小山）要するに、もらう選択肢は少なくしても構わないということはできないの。つま

り地方交付税の算定基準のところはクリアしなくてはならないということですね。つま

り人口に有する職員の数というものが、算定基準にあった場合にはそれを。 

 

委員長：消防署員が、例えば南幌に消防署がなければゼロになったら、どうなるの。消防費、交

付税算定されるの。 

 

事務局：ゼロということは想定されていませんから。 

 

委員長：だって、小学校だって児童数で計算するでしょ。児童が少なければ交付税は少ないのだ
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もの。 

 

事務局：ただ、消防署の署員が９０人居るから、９０人分くるかというとそれはそうではない。 

 

委員長：それはある程度標準があるから。 

 

事務局：その標準というのが何からくるかというと、人口だとかそういうところからきていると

思うのですよね。 

 

事務局：ただ、署員数が入っていたかどうかは。 

 

事務局：では、設置数はどうですか。 

 

事務局：設置数は入るかもしれません。 

 

委員長：設置数が入るなら、ゼロなら駄目でしょ。だからやっぱり、設置するとなったら入って

くるからですよ。 

 

事務局：一つ言えば、現実的にこういったことが可能かどうかは別として、例えば２億円のはし

ご車をどこの自治体も償却するまでに一回出動するかしないかのものを各自治体ごとに

備えるという部分、本当にそれがいい方法なのかどうか。 

     やっぱりエリアという部分でみて、この道央圏の地理的条件とかを考えていくともう

少し機能的にならないのだろうかというそういう部分でいろんな切り替えが出来ると思

うのですよ。 

 

委員長：そうですね。そういう面だと思う。だから、消防署を減らすとかではなくて、もう少し

機能面で。 

 

事務局：どこの自治体でも広域消防でも、各自治体には必ず一箇所消防署ありますから、だから

本部機能は合併ではありませんけど、本部機能は集約化できますし、それからスケール

メリットみたいなものはかなり出る部分であることには間違いないということです。 

 

委員長：では一応、今日は適正管理及び人事・給与制度等の見直しまで終わったということでよ

ろしいですか。 給与制度はまだ終わってないのだけど実際は、そこから少しやります

か次回、残ったという事で。 

     次回こうしましょう、最後の人材育成と給与制度の見直しとＮＰＯの部分、文章直し

てもらった部分をやって、それに１時間半くらい、あと１時間半は総括討議、それから

もう１回はまるまる総括討議ということで。 
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委員長：来年だと九日の日曜日の週と、十六日の日曜日の週とやりますか。皆さんどうですか。 

   

事務局：１月の２週目くらいでまとめの部分についても完全の整理ではなくて、大筋で箇条書き

的な形の中で整理をしておきたいと思います。昨年の部分も一応、まとめた部分があり

ますので、そういった部分も参考にしながら方向性についてまとめてご意見を聞いて、

最終的な段階で検討したいと考えております。 

  

委員長：では、日程調整はまた後日しましょう。では１月中にやってしまうという事でご苦労さ

までした。 

  


